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Ⅰ はじめに

世界の太陽光発電の導入量（単年）は 2004 年から 2011 年までの７年間で 26 倍以上に拡大した。

急拡大の主たる要因はドイツ，スペイン，イタリアなどヨーロッパで太陽光発電に有利なフィード

インタリフが導入されたことであるが，ヨーロッパで急拡大した需要に応えて太陽電池を供給した

のが中国である。同じ７年間に世界の太陽電池生産量は 2004 年の 1200 MW から 2011 年には 33

GWへ 27 倍以上に拡大したが，中国が世界の太陽電池生産に占める割合はその間に３％から 62％

に拡大した
1)
。一方，2004 年時点で日本は世界の太陽電池生産の 50％，太陽光発電の導入量（累計）

の 40％を占めていたが，2011 年には生産では世界の６％，導入量（累計）では世界の８％足らずに

すぎない
2)
。大まかに言えば，2004 年までは日本が太陽光発電を再生可能エネルギーの一角を占め

るものにまで育ててきたが，2005 年以降は中国が太陽電池を作り，ヨーロッパがそれを買って太陽

光発電を行うというパターンで爆発的に成長した。

ところが，中国が太陽電池を作ってヨーロッパが設置するという関係は 2012 年に入るとほころ

びが生じてきた。2004 年からもっとも積極的に太陽光発電を導入してきたドイツでは 2012 年には

需要が頭打ちとなり，イタリアではフィードインタリフの大幅な見直しの結果，導入量が 2012 年に

は前年の３分の１に縮小してしまった。ヨーロッパとアメリカでは安価な中国製太陽電池の大量流

入に対する危機感が高まり，アンチダンピング課税などの保護措置が導入され始めた。ヨーロッパ

での需要の急激な減退の影響で 2012 年は中国の太陽電池メーカーのすべてが赤字に陥り，2013 年

３月には中国を代表する太陽電池メーカーとして業界を引っ張ってきたサンテックの中核会社が破

産した。

世界の経済成長を持続可能なものとすべく推進されてきた太陽光発電の導入だが，それを生産面

から支えてきた中国の太陽電池産業の急上昇と急落は，この産業の経済的な持続可能性に対する大

きな疑問符を投げかけている。太陽光発電は長期的にみれば大きな将来性を持っているが，まだ経

済的に持続可能な産業になったとは言いがたい。太陽光発電が持続的に成長するには，中長期的に

見れば発電コストをどれだけ下げられるかにかかっているが，より短期的には中国政府が太陽光発

電の導入に対していかなる政策をとるかも大きな要素である。世界の太陽光発電産業の未来を考え

るにあたっては供給面ではもちろん需要面でも重要な位置を占めている中国がどうなるかを検討す
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る必要がある。

本稿の目的は，中国の太陽電池産業の急成長と急落，そして中国国内での太陽光発電導入の動向

を報告することである。筆者が中国の太陽電池産業に注目し始めたのは 2008 年であるが，それか

ら５年間の急成長から急落に至るめまぐるしい展開は，経済学や経営学の枠組でこの産業を分析す

ることを難しくしている。本稿では何らかの学術的な結論を導くよりも，むしろめまぐるしい展開

のなかからまだ答えられていないさまざまな問題を引き出すことを目的とする。

第Ⅱ節では中国の太陽電池産業が急成長した経緯と理由を説明する。第Ⅲ節では中国の太陽電池

産業が 2012 年以後苦境に陥った経緯と理由を説明する。第Ⅳ節では中国国内での太陽光発電に関

する政策と現状について説明する。

Ⅱ 中国太陽電池産業の急成長

中国の太陽電池産業の中心地である江蘇省で最初に太陽電池が作られたのは 1984 年，国有電子

メーカーの南京無線電 21廠が出力 1 W のものを作ったという
3)
。1990 年代には南京航空航天大学

で太陽電池の研究が行われた。1997 年には化学工場の幹部として働いていて外国での太陽光発電

導入の動きに着目した高紀凡が江蘇省常州市に常州天合光能有限公司（トリナ・ソーラー）を設立

した。これが今日の中国の主要メーカーのなかでもっとも早く設立された企業である。

ただ，中国の太陽電池産業が大きく成長するきっかけとなったのは 2000 年にオーストラリアの

ニューサウスウェールズ大学で太陽電池を研究していた施正栄が帰国し，中国での太陽電池生産に

乗り出したことである。施自身は 40万ドルの資金しか投資できなかったので地方政府から出資を

仰ごうと上海市や出身地の江蘇省揚中市を回り，最終的に江蘇省無錫市が出資に応じた。無錫市は

傘下の国有企業数社に 600万ドルを出資させ，施は 40万ドルの資金と技術を提供した。こうして

尚徳電力有限公司（サンテック・パワー）が 2001 年に設立され，翌年から年 10 MWの規模で太陽

電池を生産し始めた（戴・岸本［2011］；Davila, et al. [2010]）。それまでの中国の太陽電池生産量は

国全体で 2.7 MWだったので，サンテックは中国で初めて太陽電池を量産した会社だといえる
4)
。

サンテックの果たした歴史的役割はそれだけにとどまらなかった。2005 年 12 月に中国の同業他

社に先んじてニューヨーク証券取引所に株式を上場したことは後に続く中国の太陽電池メーカーた

ちに大きな影響を与えた。サンテックの施正栄は上場に先立ち創業時に出資を仰いだ無錫市の国有

企業たちから１億ドルで株を買戻し，サンテックを純然たる私営企業にして上場し，新株発行で４

億ドルの資金を調達した（Powell [2009]）。その資金をサンテックは生産能力拡張に惜しげもなく

注ぎ，2007 年にはドイツの Q セルズ，日本のシャープに次ぐ世界第３位の太陽電池メーカーへ躍

進したのである（表１）。

サンテックのニューヨーク上場の成功，そしてその結果，施正栄が 2006 年の中国長者番付で第５

位に入ったことは中国国内で太陽電池を手掛けていた企業家たち，そして儲けの機会を狙っていた

潜在的な企業家たちを大いに刺激した。2006 年には太陽電池メーカーの常州天合光能がニュー

ヨークに，昱輝陽光がロンドンに，林洋新能源と阿特斯陽光電力がナスダックにそれぞれ上場を果

第 188巻 第２号16

３）江蘇省光伏産業協会・許瑞林秘書長へのインタビュー（2011 年８月 24 日）による。

４）サンテック・パワー・陳暁東氏へのインタビュー（2011 年８月 23 日）による。



たして多額の資金調達を行った。さらに翌 2007 年には保定英利と賽維 LDKがニューヨークに，晶

澳太陽能と中電電気がナスダックに株式を上場した（表２）。こうして中国の太陽電池メーカーが

アメリカやロンドンの株式市場に株を上場して多額の資金を調達して太陽電池の生産設備に投資す

るというパターンが定着した。

中国国内にも株式市場はあるのになぜ中国の太陽電池メーカーがこぞって海外での株式上場へ

走ったのか。中国の太陽電池メーカー２社（サンテック，晶科能源）でのインタビューおよび周り

の状況を総合すると，その理由は主に以下の三点だと考えられる。第一に，中国国内の株式市場は

政策の影響が強く，特に国有企業の上場が優先されてきたことが挙げられる。太陽電池産業は中国

政府の産業政策のなかできわめて低い位置づけしか与えられていなかった。中国の太陽電池メー

カーが海外で次々と株式を上場した時期の産業政策を示す第 11次５か年計画（2006∼2010 年）を

みると，太陽電池は「新農村建設」のなかで電化が進んでいない農村に電力を供給する手段の一つ

として触れられているのみである。５か年計画におけるお墨付きを与えられておらず，主要メー

カーはみな民間企業で，また利益も出していなかった太陽電池産業が中国の株式市場で相手にされ

るはずもなかった。第二に，第一の理由とも関連していることだが，中国国内の株式市場が未成熟

で，投資家は短期の値上がり益ばかりを期待して企業の事業の長期的趨勢には余り関心がなく，企

業側も情報を余り開示しないという問題がある。太陽電池産業の将来に確信を持ち，製品の大半を

輸出していて海外でのアピールを強めたいサンテックのような企業にとっては，アメリカの株式市

場の方が上場の場としてふさわしいと思えたのである。第三に，株式市場側からのアプローチも
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表１ 世界の太陽電池メーカーの生産量
（単位：MW）

名称 英文名称 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

保定英利（中） Yingli Solar 10 35 143 282 525 1,117 1,684 2,359

ファーストソーラー（米） First Solar 3 6 20 60 207 504 1,011 1,400 1,981 1,875

常州天合光能（中） Trina Solar 7 37 210 399 1,116 1,604 1,674

尚徳電力（中） Suntech 28 82 158 327 498 704 1,584 2,070 1,665

阿特斯陽光電力（中） Canadian Solar 8 72 326 523 1,058 1,620

シャープ（日） Sharp 75 123 198 324 428 434 363 473 595 745 857 1,067

晶澳太陽能（中） JA Solar 25 113 277 509 1,464 1,775 985

晶科能源（中） Jinko Solar 924

サンパワー（米） SunPower 23 63 100 237 398 520 922 906

海潤光伏（中） Hareon Solar 900

林洋新能源（中） Hanwha-SolarOne 88 173 220 532 788 874

京セラ（日） Kyocera 54 60 72 105 142 180 207 290 400 650 660 750

昱輝陽光（中） Renesola 748

REC（ノルウェー） REC 722

天威新能源（中） Tianwei 700

モーテック（台） Motech 4 8 17 35 60 102 176 275 360 715 1,120

ジンテック（台） Gintech 55 180 368 800 882

ネオソーラー（台） Neo Solar 36 102 200 530 806

Qセルズ（独） Q-Cells 8 28 75 166 253 389 570 537 939 783

寧波（中） Ningbo 8 80 260 421

E-TON（台） E-TON 60 95 225 420

三洋電機（日） Sanyo 19 35 35 65 125 155 165 215 260 405

中電電気（中） China Sunergie 80 111 160 336

ショットソーラー（米独） Schott 21 30 42 63 95 93 79 145 102 320

三菱電機（日） Mitsubishi 14 24 42 75 100 111 121 148 120 210

カネカ（日） Kaneka 8 8 14 20 21 28 43 52 40 25

世界計 371 542 749 1,199 1,782 2,459 3,710 6,823 10,660 23,889 32,907 31,898

（注）カッコ内は本社所在地に基づいて判断した企業の国籍。

（出所）PV News各号



あったという。新エネルギー，中国といった要素は，伝統的産業の企業が多いニューヨーク証券取

引所にとっても魅力的であった。

中国の太陽電池産業が急速に成長し，日本を追いぬいた理由は以下の四つの要因にまとめられる。

第一の要因は，以上の経緯からも示唆されるように，さまざまな分野から企業家が積極的に参入

したことである。太陽電池の材料の加工，セルやモジュールの生産に従事する企業を合計すると

2007 年時点で 300 社以上もの企業が参入していた（中国可再生能源発展項目弁公室［2008］）。主要

な太陽電池セルのメーカーをみても，表２にまとめたように，施正栄のように太陽電池を専門的に

研究していた人のみならず，化粧品や農機を製造していた企業家などさまざまな前歴を持った人々

が参入している。そして，サンテックがニューヨーク上場に成功したことで，中国の太陽電池メー

カーたちは資金調達の鉱脈を掘り当てたのである。

第二の要因として，ドイツ，スペイン，イタリアなどヨーロッパ諸国で太陽電池に対する需要が

急拡大したことが挙げられる。これらの国々の太陽光発電所は主に広い平地を利用した大規模なも

のが主流で，一般家庭の屋根の上に設置する小規模な発電所が主流の日本とは異なっている。日本

の場合には太陽光発電システムはいわば家電製品の一種として，太陽電池モジュール，コントロー

ルパネル，インバーター，さらに設置工事まで一体化した商品として販売されるため，ブランド力

や販売網を持つ総合電機メーカーが強い競争力を持っている。一方，ヨーロッパでは太陽光発電シ

ステムの建設を担う EPC（設計，調達，建設を担う会社）がモジュール，インバーター，副資材の

ラックなどを買い集めて建設するので，太陽電池はいわば建設資材のようなものとして流通してい

る。消費者にアピールするようなブランド力や販売網は必要ではなく，価格と性能のデータだけが

重要なので，新興企業にも参入しやすい。なお，2008 年までは中国国内での太陽電池需要はごくわ

ずかであり，中国メーカーの躍進にはまったく無関係である。

第三の要因として，技術的な参入障壁が低くなったことが挙げられる。かつては太陽電池メー
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表２ 中国の主要な太陽電池メーカー

中文企業名 英文企業名 本社所在地 創業者 経歴 上場 創立年

尚徳電力 Suntech 江蘇省無錫 施正栄

New South
Wales大学で
太陽電池の学
位

ニューヨーク 2001

晶澳太陽能 JA Solar
上海（河北省
寧晋県）

靳保芳
農機メーカー
経営

ナスダック 2005

保定英利 Yingli Solar 河北省保定 苗連生 化粧品製造 ニューヨーク 1998

常州天合光能 Trina Solar 江蘇省常州 高紀凡
化学工場管理
職

ニューヨーク 1997

阿特斯陽光電力 Canadian Solar
オンタリオ
（蘇州）

翟暁鏵

カナダで半導
体材料科学の
学位

ナスダック 2001

賽維LDK LDK Solar 江西省新余 彭小峰
手袋・防護服
製造

ニューヨーク 2005

昱輝陽光 Renesola 浙江省台州 李仙寿 公務員 ロンドン 2005

（出所）各社ウェブサイトおよびインターネット上の情報によって作成。



カーが製造技術を握っていたのが，技術が製造装置メーカーに徐々に移っていき，製造装置メーカー

が太陽電池生産に必要な装置一式を「ターンキー・ソリューション」として提供するようになった。

1970 年代から太陽電池を生産・開発していたシャープや京セラなどの日本メーカーは製造技術で

の優位を保つために大量生産の初期段階こそ製造装置メーカーの力を借りるものの，それ以降は自

前で製造設備を作る戦略をとってきた（和田木［2008］）。しかし，中国の新興太陽電池メーカーた

ちは自前の製造技術の欠如を補うために，米アプライド・マテリアルズ，スイスの OCエリコン，日

本のアルバックといった製造装置メーカーの提供するターンキー・ソリューションに飛びついた（河

合［2008］）。技術面では製造装置メーカーに依存する度合いが高く，自前の技術開発力は不足して

いるため，中国メーカーの生産する太陽電池の性能（変換効率）は日本メーカーが生産する最高の

ものには及ばない。しかし，太陽電池は光を浴びて発電するという単一の機能しかないので，仮に

変換効率が劣っても，それに見合って価格も安ければその製品には十分な競争力がある。具体的に

言えば，仮に日本メーカーの太陽電池の変換効率が 15％，中国メーカーのそれが 14％であっても，

中国メーカーの太陽電池が日本メーカーのそれよりも出力 1 W あたり単価が 12％ほど安ければ，

同程度の競争力を持つことができる。労賃など製造コストに優位を持つ中国メーカーにとってこれ

ぐらいの価格優位性を保つことは難しくなかった。2003 年時点でサンテックは当時の世界の標準

的な価格より４割安い単価で太陽電池を売ってもなお高い利益を挙げられると述べていた（Powell

[2009]）。

第四の要因として，中国の太陽電池メーカーはいずれもオーナーが経営し，太陽電池産業に事業

を集中していることから迅速で果断な経営判断ができたことが挙げられる。

中国のトップメーカーであったサンテックは 2006 年に日本の中小太陽電池メーカー，MSKの買

収に踏み切ったことで日本を驚かせた。MSKはシャープの組立下請を行っていたが，シャープか

らの仕事が打ち切られて苦境に陥っていた。それを救済する形でサンテックが買収したが，資本金

３億円の企業を買収するのに最大３億ドルも出す契約を結んだ。サンテックがMSKをこれほど高

く評価したのは同社が持つ建材一体型太陽電池（BIPV）の技術を評価したからだと説明されている

（Suntech [2007]）が，同時にMSKを通じてシャープの太陽電池モジュールの組立技術を吸収し

たようである。実際，サンテックはMSKを買収した後，その組立工場を中国に移転し，また買収

の翌年の 2007 年には売り上げに占める太陽電池モジュールの比率が 99％に高まった。ちなみに，

太陽電池の機能を担うのがセルで，モジュールはセルを枠のなかに組み立てたものである。メー

カーのブランドが入るのはモジュールであり，モジュールのメーカーが太陽電池の性能保証を行う

のが通例なので，自社ブランドのモジュールを販売している企業は太陽電池業界におけるブランド

企業である。

世界の太陽光発電産業は，各国の政策によって状況が激変するため，迅速な経営判断が必要とな

る。2007 年から 2011 年まで中国メーカーは果断な経営判断によって世界の太陽電池メーカーのな

かでの順位を上げていった。まず，2005∼07 年にはドイツ，続いてスペインで太陽光発電に有利な

フィードインタリフの導入によって太陽電池への需要が急増したが，主流の太陽電池の材料である

多結晶シリコンの増産が追いつかず，その価格が 2005 年から 2007 年の間に６倍以上に急騰した。

こういう時期には，太陽電池を作る先から売れていくので，太陽電池メーカーとしていかに材料を

確保し，設備を増設するかが重要である。従って，太陽電池メーカーが多結晶シリコンなど上流部

門を垂直統合する動きが活発化する。2007，2008 年に Q セルズが急成長して世界トップのメー
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カーになったのは，多結晶シリコンメーカーの RECを関連会社として保有するなど材料確保で優

位に立ったからである。サンテックも 2006 年にアメリカのウエハーメーカー，MEMCからその後

10 年間で 60億ドルのシリコンウエハーを買う契約をした。また，2008 年から 2009年にかけて多

結晶シリコンやウエハーのメーカー６社に出資した。一方，シャープなど日本メーカーは材料確保

に後れをとり，需要拡大にもかかわらず材料不足により 2007 年の生産量は微増ないし減少した。

この時期，多結晶シリコン価格が急騰したことにより，シリコンの使用量を大幅に節約できる薄

膜シリコン型太陽電池に対する期待が高まり，シャープ，サンテック，Q セルズなど主要メーカー

はこぞって薄膜シリコン型の生産設備に投資した。しかし，2009年になるとスペインのフィードイ

ンタリフの大幅縮小によって市場が冷え込むと，多結晶シリコンの価格は急落した。もともとシリ

コン自体はきわめて豊富な資源であり，2007 年の多結晶シリコン不足は生産設備の増設が太陽電池

需要の拡大に追いつかなかったことだけが原因だった。2008∼2009年に数多くの多結晶シリコン

工場が中国などで稼働を開始したことで，多結晶シリコン不足はそれ以降起きなくなった。

それに加えて，アメリカのファーストソーラーがカドミウム・テルル薄膜型太陽電池の技術によっ

て急速に台頭し，2009年には世界トップの太陽電池メーカーに躍り出た（表１）。現在商業生産さ

れている太陽電池には，変換効率が高いが値段も高い単結晶シリコン型，多結晶シリコン型と，変

換効率は低いが値段も安い薄膜シリコン型，カドミウム・テルル薄膜型，CIGS（銅，インジウム，

ガリウム，セレン）薄膜型の５種類がある。変換効率が高いものは住宅の屋根など狭い場所に設置

する太陽光発電所に適し，変換効率が低いが安いものは広大な土地を利用した大規模な太陽光発電

所に適している。従って，前者と後者は市場を棲み分けることができるが，後者のグループに属す

る三種類の間では市場を奪い合う関係にある。そのなかでファーストソーラーがカドミウム・テル

ル薄膜型の生産コスト低減と変換効率の向上に成功した結果，同社の太陽電池は薄膜シリコン型よ

り 4-5 割安く，変換効率は逆に 2-3％ポイント高くなった。薄膜シリコン型太陽電池は，多結晶シ

リコンの価格下落により経済的メリットが薄れる一方，競合するカドミウム・テルル型の技術の進

歩により，技術フロンティアから遠く離れた技術となってしまい，市場を失った。

ちなみに 1990 年代には松下電器など日本の電機メーカーもカドミウム・テルル型太陽電池を生

産していた（Maycock [1994]）が，日本ではカドミウムは有害というイメージが強く，日本メーカー

はみな生産をやめている。一方，ファーストソーラーは製造装置まで内製することでカドミウム・

テルル型太陽電池の供給をほぼ独占している。薄膜シリコン型が競争力を失うなか，サンテックは

2010 年に薄膜シリコン型の生産を中止した
5)
が，薄膜シリコン型に賭けていたシャープはなかなか

撤退の決断ができなかった。また，サンテックは 2011 年には米MEMCとの間で結んでいた 10 年

間のシリコンウエハー購入契約を２億ドルあまりの違約金を支払うことで解約した。この決断がな

ければ高価なウエハーを買い続けることになったので，やむを得ない決定だったといえよう。

太陽電池の需要拡大期には太陽電池メーカーは前述のように上流部門への垂直統合に走ることが

多いが，逆に需要の伸びが止まった時には販路確保のために太陽光発電所の建設そのものに出資す

るなど下流への垂直統合の動きを強める。

サンテックの下流への垂直統合の動きは 2008 年に始まっている。サンテックはアメリカで太陽
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光発電所の開発業者のジェミニ・ソーラーを設立するとともに，太陽光発電所の建設にアドバイス

するエル・ソリューションズを買収した。ヨーロッパでは 2008 年に太陽光発電所に投資するグロー

バル・ソーラー・ファンド（GSF）を設立した。ただしこれは後に高くつくことになった。

一方，Q セルズは下流部門を垂直統合せず，売り上げの７割近くをセルが占める状況が続いてい

たため，2011 年後半におけるイタリアでの需要縮小の影響を真っ先に受け，2012 年４月に倒産して

しまった。それに対してサンテックをはじめとする中国メーカーは 2007-08 年の需要急拡大，09年

の縮小，10 年∼11 年前半の急拡大という激しい波を経営判断の迅速さによって乗り越え，11 年に

は世界トップ５社のうち４社を中国メーカーが占めるまでに至った（表１）。

Ⅲ 中国太陽電池産業の危機

2007 年からの市場の激変をむしろ自らの成長のチャンスとして利用してきた中国メーカーたち

だったが，2012 年の市場の縮小によって多くの企業が苦境に陥った。第Ⅰ節で述べたように，ドイ

ツとイタリアでフィードインタリフ政策の見直しが行われてヨーロッパ市場が停滞した結果，世界

全体としても 2012 年には前年に比べて 10％市場が縮小した。

中国メーカーが危機に陥るきっかけとなったのが 2011 年８月にアメリカの太陽電池メーカーの

ソリンドラが中国製太陽電池との競争に敗れて破産したことである。ソリンドラはオバマ政権のグ

リーンニューディール政策の旗手であり，政府による融資保証も受けていたが，その会社が破産し

たことで，アメリカの政府や太陽電池業界には中国メーカーを叩くべきだとの認識が広がった。

2011 年 10 月にはドイツの太陽電池メーカー，ソーラーワールドのアメリカ子会社が中国メーカー

に対するアンチダンピング調査を開始するようアメリカ政府に訴えた
6)
。ソーラーワールドは中国

メーカーが 100％ものダンピングを行っているほか，中国の政府系銀行から 250億ドルの債務繰り

延べを受けており，これは一種の政府補助金だとして，それに対する反補助金課税も求めた。

アメリカ政府はさっそく調査を開始し，2012 年３月には 2.9∼4.73％の反補助金税，５月には

31.14∼249.96％のアンチダンピング税を課すことを仮決定した。この時点で中国の太陽電池モ

ジュールはアメリカで 43％の市場シェアを有し，また中国の太陽電池モジュール輸出の 10％がア

メリカ向けだった
7)
から，この保護措置の打撃は大きかった。中国政府はこれに抗議し，アメリカ

産多結晶シリコンに対してアンチダンピングを示唆するなど牽制を試みたが，結局同年 10 月に

18∼250％のアンチダンピング税，14.78∼15.97％の反補助金税が本決定された
8)
。

なお，中国に対するアンチダンピングには通常のアンチダンピングとは異なるルールが適用され

ることには注意しておきたい。一般にダンピングとは，輸出企業が輸出先国の市場を獲得するため

に自国で販売するよりも安い値段で輸出する行為を指す。従って，アンチダンピング課税をする際

には，その製品が輸出企業の自国で売られている価格と輸出先国での価格とを比較してダンピング

の有無や程度を認定する。ところが，中国に対するアンチダンピングの際にはこのルールが適用さ

れない。中国は「市場経済国」ではないため，中国国内の価格は参考にならないとされ，それに代
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６）「太陽電池サバイバル」『日経エレクトロニクス』2011 年 10 月 17 日，『21 世紀経済報道』2011 年 10 月 25 日。

７）『21 世紀経済報道』2012 年５月 21 日。

８）税率は企業によって異なっている。



わるものとして任意の第三国での同じ製品の価格を比較対象とし，それよりも安ければ中国企業が

ダンピングをしていると認定できるのである。これは 2001 年に中国がWTOに加盟する際の交渉

のなかで通常とは異なるルールを適用されることを認めたからである。中国を「市場経済国」と認

めている国は通常の方法でダンピングの有無を判定するが，今までのところ，アメリカ，EU，日本

は中国をまだ「市場経済国」と認定していないため，通常のルールであればダンピングと認定でき

ないような場合でも中国企業をダンピングと認定できる。要するに，この特例ルールを使えば，中

国が比較優位を持つどんな製品でもダンピングと認定できるのである。

中国製太陽電池に対するアメリカのアンチダンピング課税はまさにこの特例ルールを利用したも

のであった。アメリカ政府はタイでの太陽電池価格を比較対象として中国メーカーはダンピングし

ていると認定したが，タイは太陽電池をほとんど生産していない
9)
。実際のところ，中国メーカーが

通常の意味でのダンピングを行っていた可能性は小さい。なぜなら中国では 2011 年にようやく

フィードインタリフが導入されたばかりであり，それも欧米や日本に比べればきわめて低い水準の

ものであったので，中国の太陽電池メーカーは国内市場の開拓のためにむしろ低い価格での販売を

よぎなくされていたからである。

一方，補助金については，サンテックもその発展プロセスで無錫市政府からいろいろな援助を受

けてきたことは事実である。まずサンテック設立時に第Ⅱ節の冒頭で述べたように無錫市政府傘下

の国有企業からの出資があった。2005 年のニューヨーク上場前に国有企業が退出したのも，株式上

場による保有株の値上がり益を得る機会をみすみす施正栄に譲ったという点では大きな援助であっ

た。さらに，2003 年にはサンテックが従業員の給与を２ヶ月間支払えなくなる危機があったが，そ

の時も国有企業が融資の保証人となって難局を乗り越えた。2008 年にも資金繰りが行き詰まりか

けたが無錫市共産党委員会が国有銀行を回って 30億元の融資を引き出して事なきを得た
10)
。中央

と地方の政府が経済にきわめて深く関与している中国では，純然たる民間企業といえどもある程度

の規模になれば何らかの形で政府から援助を得ないわけにはいかない。

サンテックにはさらに追い討ちをかけるように 2012 年７月に金融スキャンダルが起きた。ヨー

ロッパで太陽光発電プロジェクトに投資する目的でサンテックが設立した GSFがイタリアの 145

MWの太陽光発電所に投資する際，その資金として中国の国家開発銀行から 5.54億ユーロを借り

たが，その際にサンテックが借金の保証人となった。その保証に対する見返りとして GSFはサン

テックに 5.6億ユーロのドイツ国債を提供したが，この国債がニセ物だったのである。その結果，

GSFが国家開発銀行に対して行った借金をサンテックがそのまま背負い込むことになった
11)
。さら

に GSFがイタリアで建設した太陽光発電所の一部で政府の補助金を得やすくするために発電所の

規模を意図的に小さく見せる書類偽造を行ったとして刑事訴追される事件まで起きた
12)
。これらの

問題が発覚したのは，サンテックが借金の返済のために GSFを売却して現金を得ようと決めた時

だったが，GSFを売却するどころか，逆に隠れ債務まで見つけてしまったのである。経営悪化と金

融スキャンダルの結果，サンテックの株価は 2008 年初めには 90 ドルだったのが，2012 年８月には
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９）『経済参考報』2012 年 10 月 12 日。

10）『21 世紀経済報道』2013 年４月１日。
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12）『21 世紀経済報道』2012 年８月 31 日。



１ドルほどにまで暴落し，アメリカで株主代表訴訟にも見舞われることとなった
13)
。一連の問題の

責任をとって 2012 年８月に施正栄がサンテックの CEOを辞任した。

危機に陥ったのはもちろんサンテックだけではない。太陽電池セルの材料であるシリコンウエ

ハーのメーカーとしてサンテック同様にニューヨーク証券取引所に株式を上場し，創業者の彭小峰

がサンテックの施正栄と並ぶ富豪として名をはせた賽維 LDKも 2011 年半ば以来赤字に悩み，債務

危機に陥った。賽維 LDKは民営企業だが，地元の江西省新余市は「中国新エネルギーの都」を名乗

るなど地元経済にとっても期待の星であった。そこで江西省政府は 2012 年６月にまず５億元を支

出して「賽維 LDK安定発展基金」を作り，当面の債務危機を緩和した。さらに同年 10 月には江西

恒瑞新能源有限公司が賽維 LDKの株の 19.9％を買い取って経営に参画した。江西恒瑞は新余市政

府が 40％，北京恒基偉業投資有限公司が 60％を出資して 2012 年９月に設立したばかりの企業であ

り，賽維 LDK救済のために設立された会社だとみられる
14)
。ちなみに，北京恒基偉業投資有限公司

は，携帯情報端末・携帯電話メーカーの恒基偉業をバックとする会社である。恒基偉業は 1998 年に

「商務通」というブランドの携帯情報端末を販売して成功した後，携帯電話に展開し，2007 年頃か

らは中国各地に太陽電池工場を建設し始めた。予定されている生産能力は 11 カ所で 8.3 GWとい

う巨大な計画であったが，どれも工場稼働に至らず頓挫しているという
15)
。恒基偉業は投資資金を

銀行からの借金によって調達していると言われるが，投資が収益を生んでいる様子はなく，早晩行

き詰まる可能性が高い。資金繰りに行き詰まった賽維 LDKの救済に乗り出したのは，それ自身持

続可能性がきわめて疑わしい会社であった。

その後，賽維 LDKは資産を切り売りしながら何とか命をつないでいる。2013 年４月には安徽省

合肥市に持っていた 1600 MWの太陽電池工場など 20億元相当の資産価値のある工場群を 1.2億

元という値段で合肥市傘下の国有企業に売却した。当初は上海の民間企業に 30億元の債務を引き

継ぐ代わりに 2500万元で売る約束をしたが，地元の合肥市が土地を優遇条件で提供したのにこん

なに安く売るのは不当だと反対してこの話は流れ，結局合肥市傘下の企業が買い取った
16)
。

一方，サンテックは 2013 年３月に来る 5.41億ドルの転換社債の償還期限と 10億元の債務の返

済期限が山場とされていたが，大方の予想通りやはり資金繰りがつかず，同月サンテックの生産能

力の 95％を保有する中核会社，無錫尚徳太陽能電力有限公司（無錫尚徳）の破産が決まった。ケイ

マン諸島に登記されニューヨークに上場しているサンテック（尚徳電力控股）は存続したが，中国

での生産事業の中核を担っていた無錫尚徳が破産し，その再建には債権者の一人である無錫国聯（無

錫市政府の全額出資国有企業）があたることになった
17)
。無錫国聯は無錫尚徳の太陽電池工場を一

つ支配下におくとともに総裁を派遣し，債務の整理を行うとともに，無錫尚徳の売却先を募集し，

2012 年に世界第１位の生産量を記録した保定英利と第３位の常州天合光能，および国有電子メー

カーの普天の関連会社など総計４社が名乗りを上げた。一方，サンテックの転換社債は償還期限を

再三延期しており，問題はまだ解決していない
18)
。
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13）『21 世紀経済報道』2012 年８月２日。

14）『21 世紀経済報道』2012 年８月２日，10 月 23 日，10 月 24 日，2013 年１月 24 日。

15）『毎日経済新聞』2012 年 11 月 23 日，『21 世紀経済報道』2012 年 10 月 26 日。

16）『21 世紀経済報道』2013 年４月 26 日。

17）『経済参考報』2013 年３月 21 日。

18）『21 世紀経済報道』2013 年７月 26 日，８月８日。



再び 2012 年に話を戻すと，12 年９月には EUでもやはりドイツの太陽電池メーカー，ソーラー

ワールドの訴えに基づき，中国製太陽電池に対するアンチダンピング調査が始まった。EUも中国

を「市場経済国」と認めていないため，アメリカを比較対象としてダンピングの審査を行った
19)
。

EUは中国の太陽電池輸出の６割以上を占める主要市場であるため影響は大きい。EUでは中国製

太陽電池に対して 47.6％のアンチダンピング課税が検討されたが，2013 年５月 30 日に加盟国で投

票が行われ，フランス，イタリアなど４カ国の賛成，ドイツ，イギリスなど 18 カ国の反対，５カ国

の棄権により採択されず，代わりに 11.8％の臨時アンチダンピング税が２ヶ月間課せられることに

なった
20)
。ヨーロッパ側の中国叩きの勢いが鈍ったのは，中国政府が同年５月にアメリカ，ドイツ，

韓国から輸入される多結晶シリコンに対してアンチダンピング課税を検討し始めたり，６月には

EU産ワインに対するアンチダンピング調査を始めるなど報復の動きを見せたことが作用している

とみられる。

その後中国の太陽電池メーカーたちと EUの間で中国側が最低価格を約束する前提で輸入数量枠

を設ける交渉が行われ，７月 27 日には最低価格を 1Wあたり 0.56ユーロ，輸入枠を 7 GWとする

ことで，EUと中国の太陽電池メーカー 95 社との間で合意が成立した。この数量枠のなかで輸出す

る中国メーカーに対してはアンチダンピング課税は行われないが，枠外のメーカーに対しては

47.6％の課税が行われる。補助金の問題に関しては 2013 年 12 月に結論が持ち越されたが，上記の

合意が成立したことから反補助金税は課せられない見込みである
21)
。2012 年には中国から EUに

12 GWの太陽電池輸出が行われたので，大幅な輸出減となるが，アンチダンピングが実施され，中

国側も報復するといった貿易戦争には至らず，「友好的」な解決，すなわち輸出自主規制による解決

が行われたため，ヨーロッパ市場を完全に失う事態は回避できた
22)
。

ヨーロッパとの貿易摩擦がなんとか終息し，日本や中国国内で太陽電池需要が拡大したことによ

り，2013 年第２四半期には中国の太陽電池メーカー各社の業績は持ち直しており，晶科能源のよう

に赤字を脱却して黒字に転じた企業もある。中国の太陽電池産業の最悪の時期は終わりつつあるよ

うだ。

Ⅳ 中国の太陽光発電の政策と現状

本稿の「はじめに」で述べたように，2005 年から 2010 年ぐらいまでは中国が太陽電池を作り，

ヨーロッパがそれを買って太陽光発電を行うというパターンで世界の太陽光発電産業は爆発的に拡

大した。だが，2011 年以降，中国は太陽電池の市場としても世界有数の規模になっている（表３）。

中国は 2000 年代までは太陽光発電の導入にはほとんど関心を持っていなかった。温室効果ガス

の削減は先進国の任務だというのが中国政府のスタンスだったので，電化困難地域の電力供給策と

いう以外はわざわざ高コストの太陽光発電を導入する理由がなかった。ところが，サンテックなど

民間企業が太陽電池の生産で躍進したり，2008 年後半からのスペイン市場の急激な縮小で国内の企
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19）『21 世紀経済報道』2012 年９月 11 日。

20）『21 世紀経済報道』2013 年５月 31 日，『経済参考報』2013 年６月５日。

21）『経済参考報』2013 年７月 29日，『21 世紀経済報道』2013 年８月８日。

22）『21 世紀経済報道』2013 年８月６日。



業が多数倒産したりするなかで中国政府は海外市場に過度に依存した太陽電池産業のリスクに気づ

いた。また 2007 年に中国の二酸化炭素排出量がアメリカを上回ったあたりから中国政府も排出削

減に取り組むようになり，同年には「再生可能エネルギー中長期発展計画」を発表するなど風力発

電を中心とする再生可能エネルギーの導入に力を入れるようになった。この計画では 2020 年の太

陽光発電能力を 1.8 GWとするという目標が掲げられている。

中国政府は 2009年から太陽光発電を再生可能エネルギーの一つとして本格的に推進し始めたが，

まず取り組んだのは，内陸地域での大型太陽光発電所の建設である。2009年３月に甘粛省敦煌に

10 MWの太陽光発電所を建設する計画を立ち上げ，1 kWhあたり単価による入札でもっとも低い

価格を出した事業主が落札するという方式で公募した。当初 0.69元というきわめて低価格で入札

した事業主が落札しかけたが最終的に 1.09元で賽維 LDKの関連会社などのグループが落札した。

翌 2010 年には陜西省，青海省，河南県，甘粛省，内蒙古，寧夏，新疆など 13 カ所の合計 280 MWの

太陽光発電所の入札が行われた。さらに 2010 年７月には高速鉄道・上海虹橋駅の屋根の上に 6.7

MWの太陽光発電所が完成するなど，沿海部でのメガソーラー発電所も相次いで建設されるように

なった。2011 年８月には 1 kWhあたり 1.15元（当時の為替レートで約 13.8円）という太陽光発

電のフィードインタリフも定められた。日本やヨーロッパに比べて大幅に低い価格ではあるが，発

電事業者は収益の見通しが立てられるようになり，太陽光発電所への投資に弾みがついた。表３に

みるように，2011，2012 年は日本を上回る太陽光発電の導入が行われている。

だが，太陽光発電所の運営の実態をみると，中国で太陽光発電がビジネスとして成り立つにはま

だ課題が多い。第一の問題は，太陽光発電所の送配電網への接続の問題である。太陽光発電は，灯

台や街灯に付設されているもののように電気を自家使用するものもあるが，一般には送配電会社に

電気を売電することによって収益を得ることを目的とする。従って接続できなければ太陽光発電所

は無用の長物となる。2011 年に中国では太陽光発電所が新たに 2.89 GW建設されたが，そのうち

送配電網に接続されたのは 2.12 GWにとどまり，４分の１以上が接続されていなかったという
23)
。

筆者が訪問した高速鉄道・南京南駅の屋根に建設された 6.98 MWの太陽光発電所も完成後半年ほ
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23）『21 世紀経済報道』2012 年２月 15 日。

表３ 世界主要国における太陽光発電導入量
（単位：MW）

国＼年 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

ドイツ 7 5 9 44 110 110 143 635 906 951 1,274 1,955 3,799 7,411 7,500 7,604

日本 32 42 75 122 123 184 223 272 290 287 210 225 483 991 1,296 2,000

アメリカ 12 12 17 22 29 44 63 101 103 145 207 338 448 918 1,867 3,313

スペイン 0 0 0 0 2 3 5 11 25 99 557 2,758 60 392 345 223

韓国 0 1 1 1 1 1 1 3 5 22 45 276 167 131 157 252

イタリア 1 1 1 1 1 2 4 5 7 13 70 338 723 2,321 9,305 3,337

中国 − − − − 6 − 10 10 5 10 20 40 160 500 2,500 3,510

IEA
PVPS
加盟国計

62 74 116 207 288 371 481 1,058 1,367 1,639 2,465 6,146 6,265 14,195 27,970 25,200

（Source）International Energy Agency, Trends in Photovolatic Applications : Survey Report of Selected IEA

Countries，各年版



ど経っていたのに送配電網に接続されていなかった
24)
。2013 年８月現在でもまだ接続されていない

という。

2.8億元を投じたこの発電所がこれまでのところ無駄になってしまっているのは，その複雑な利

害関係にも原因がある。太陽光発電所を建設し保有しているのは南京市政府と南京市にある民営太

陽電池メーカーの中電電気の合弁企業である。南京市政府は上海虹橋駅の太陽光発電所設置に刺激

され，市内の産業振興という意味合いもあってこのプロジェクトに乗り出した。一方，駅を保有し

ているのは鉄道部である。駅では屋根の上で生み出される電気を使っておらず，屋根を貸す賃料や

太陽電池の清掃代を事業主の合弁企業からとっている。つまり，駅（鉄道部）サイドには太陽光発

電を利用してエコな駅であることをアピールしたいという気持ちはなく，ビジネスライクに屋根を

貸しているだけである。売電先となるのが送配電を担う国有企業の国家電網だが，国家電網は南京

南駅の近隣に変電所がないため電力を買う技術的な用意がないといって買ってくれず，変電所の建

設も進んでいない。

筆者は 2013 年２月にタイのロッブリーでタイの電力会社や三菱商事系の会社などの合弁で建設

された 55 MW の太陽光発電所を視察したが，そこでは発電所のなかに 225 Vから 22 kVを経て

115 kVへ変圧する変電所を備え，2011 年 12 月の稼働開始から直ちに売電を始めていた。これに比

べると南京南駅の太陽光発電所は市政府が直接関わっているのに事前の調整の悪さが目立つ。

他にも北京南駅，浦東空港，長沙空港，広州大学城などモデル事業として建設された太陽光発電

所も送配電網に接続されていない
25)
。風力発電や太陽光発電といった再生可能エネルギーは風量や

日照などによって発電量が不安定に変動するため，一般に送配電会社は接続を嫌がることが多い。

しかしそれでは再生可能エネルギーはなかなか普及しないので，各国では法律で接続を義務づけて

いる。実は中国も「再生可能エネルギー法」（2005 年成立，09年改正）のなかに，「送配電企業は再

生可能電力事業者との接続契約を結び，それが供給する技術基準に合致した電力を全量購入しなけ

ればならない」と定めており，接続と全量購入を義務づけているように読めるが，この法律は明ら

かに実効性を伴っていない。

さらに，仮に太陽光発電所が接続できたとしても，フィードインタリフが必ずしも実施されない

という問題も起きている。2011 年には 1 kWhあたり 1.15元，2012 年には１元という太陽光発電

の買い取り価格が定められたが，実際にはこれをはるかに下回る金額しか太陽光発電所が受け取れ

ないケースが多い。なぜならば，このフィードインタリフは送配電会社が脱硫装置を備えた石炭火

力発電所から購入する電力価格（地域によって異なるが，0.25-0.5元 /kWh 程度）プラス国が設立

した再生可能エネルギー基金からの補助によって構成されているが，後者の基金が不足しており，

かつその多くが風力発電の補助に使われてしまうため，太陽光発電所にはなかなか補助が回ってこ

ないからである。たとえばサンテックが寧夏自治区石嘴山に 2009年に建設した 10 MWの太陽光

発電所の場合，同年 10 月に送配電網に接続されたが，それ以来３年間再生可能エネルギー基金から

の補助を得ておらず，1 kWhあたり 0.25元の売電収入を得るにとどまっている。一方，地元に太

陽電池メーカーが多く，太陽光発電の振興に熱心な江蘇省では電力会社が支払う脱硫装置付き石炭

火力電力価格 0.45元 /kWhに加え，省政府財政からの補助 0.4元 /kWhが支払われているとい
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24）南京南站光伏発電有限公司でのインタビュー（2011 年 11 月 15 日実施）による。

25）『21 世紀経済報道』2012 年３月 20 日。



う
26)
。

以上のように太陽光発電の政策運営にはなお多くの課題があるが，他方で，中国の太陽電池メー

カーが危機に陥った 2012 年以降，太陽電池業界関係者や地元に太陽電池産業を抱える地方政府の

必死のロビイングの結果，太陽光発電の導入目標が大きく引き上げられている。まず 2012 年７月

には国家能源局が「太陽光発電発展第 12次５か年計画」を公布し，そのなかで 2015 年までに太陽

光発電の累積導入量を 21 GW以上とする目標を掲げた。それまでの目標は前述のように 2020 年に

1.8 GWというものだったから５年前倒しで 10 倍以上という大幅な目標引き上げである。しかし，

2012 年の中国の太陽電池生産量は 20 GWもあったから，この新たな目標が実現しても国内の年生

産量の５分の１程度の国内需要しか生まれないことになる。この時点では，中国の太陽電池産業が

アメリカに続いてヨーロッパからも閉め出されかねない懸念があったため，焼け石に水の感が拭え

なかった。

そこで 2013 年３月の全国人民代表大会では国内でもっと導入量を拡大すべきだとの意見が出て，

結局同年７月に国務院が「太陽電池産業の健康な発展を促進することに関する意見」を公布し，そ

のなかで 2013-15 年の導入量の目標を年 10 GW程度，2015 年には 35 GW以上とすると定めた
27)
。

また，この意見のなかではメーカーの再編を通じて技術開発力のある大企業を育成すべきであると

か，今後建設される工場では単結晶シリコン型の場合，変換効率は 20％以上，多結晶シリコン型の

場合，変換効率は 18％以上，薄膜型の場合，変換効率は 12％以上でなければならない，と書かれて

いる。こうして単に需要を創造するだけではなく，供給側にも口を出してしまうところが中国の産

業政策の特徴である。

なお，従来の中国の太陽光発電所は最初の敦煌の 10 MW 発電所や南京南駅の発電所のように

もっぱら売電を目的とし，しばしば人口稀少な地域に設置されるものが多かった。これからは「分

布式」と呼ばれるタイプの太陽光発電所の割合を６割程度に高める方針である。これは電気の自家

利用を主目的とし，余剰分のみを送配電会社に売電するものである。2013 年８月には沿海部を中心

に 18 カ所がモデル地区として指定され，そこに 2013-15 年に 1823 MWの発電所を建設する計画が

国家能源局より発表された。なかには北京の工業団地に建設される 53 MWの発電所など大規模な

ものもあるが，発電した電気を地域内で９割以上使用すると定めているところが従来と異なってい

る
28)
。

電気の自家利用を増やすことで，送配電会社の負担を軽減し，接続の問題を緩和しようというこ

とであろう。分布式の場合には，電気の自家使用が多いので，発電量に応じて 1 kWhあたり 0.42

元の補助金が支払われることになった。江蘇省などではさらに 0.25元 /kWhの補助金を上積みす

る。フィードインタリフや補助金の原資となるのは再生可能エネルギー基金であるが従来その基金

が不足していた。この基金の収入源は一般の電力使用者から徴収する電力料金への付加金である

が，それは 2006 年から徴収が開始され，当初は 0.002元 /kWh，2009年 11 月に 0.004元 /kWhに

引き上げられ，2011 年 12 月に 0.008元 /kWhに引き上げられた。2013 年８月にはこれをさらに

0.015元 /kWhに引き上げることが決まった
29)
。
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26）『21 世紀経済報道』2012 年 12 月６日。

27）『21 世紀経済報道』2013 年７月 16 日。

28）『21 世紀経済報道』2013 年８月 20 日。



Ⅴ おわりに

本稿では中国の太陽電池産業が，世界市場の激変のなかで急成長し，欧米との貿易摩擦に遭遇し，

危機に陥り，国内市場の拡大で何とか息をつこうとしているプロセスを描いた。中国メーカーの一

時的な成功は，ヨーロッパの太陽光発電に関する過度の優遇策が引き起こしたあだ花であり，そう

した優遇策が長続きしないことは最初から明らかだったのだから，借金に頼って設備を拡大した経

営判断は間違っていた，一連の事態が示しているのは中国企業の未熟さである，という批判もでき

よう。

ただ，ここには太陽光発電という産業の特殊性という問題が横たわっており，こうした産業にお

いて持続可能な企業経営というものがそもそも成り立ちうるのかという問題を考える必要がある。

表３における各国の太陽光発電導入量のうち，スペインとイタリアが典型的であるように，この産

業では市場規模が前年の５倍に拡大したかと思うと，次の年には 45 分の１に縮小するというよう

なことが繰り返されている。なぜこういうことが起きるかというと，それは太陽光発電が事業とし

てはリスクがほぼゼロに近い事業だからであるように思える。他の事業，たとえば駅前にコンビニ

を出店する，自動車工場を建てるといった事業の場合には，人の流れが変わってしまったり，人口

が変動したり，競合が現れたり，製品が飽きられるといったさまざまな不確実性がある。一方，太

陽光発電の場合には，事業者が投資を回収できるようなフィードインタリフが設定されて，長期に

わたって買い取り価格が固定されるので，収益を左右するのは毎年の日照時間のみとなり，将来の

収益がほぼ確実に保証される。収益率が銀行の金利を上回れば金融機関はいくらでも融資をしてく

れるだろう。従って，いったん有利なフィードインタリフが導入されると，多額の資金が流入して

太陽光発電所が乱立し，政府は慌てて優遇政策を撤回するということが繰り返される。市場拡大と

いうチャンスが到来すると決断力のある経営者は工場を急拡大するが，その数年後にはほぼ必ず市

場の縮小に見舞われる。日本メーカーが市場の激動のなかでそれほど大きな痛手を負わずに済んだ

のは，市場の将来を見通していたというよりも単に経営者の決断力がなかったのがかえって幸いし

たように思える。

太陽電池メーカーが余りに激しい浮沈を繰り返すと，太陽電池の技術進歩にも悪影響があると考

えられる。研究費が激しく増減し，企業が破綻したら企業のエンジニアは路頭に迷う。フィードイ

ンタリフなどを使って太陽光発電を政策的に振興するそもそもの目的は何かと考えると，それは市

場規模を拡大することによってメーカーが生産規模を拡大したり研究開発を進めることによって変

換効率の向上，生産コストの低減を行い，太陽光発電が価格面での優遇がなくても火力発電など他

の発電手段に対して競争力を持つような状況の到来を早めることにあると考えられる。ところがそ

の政策が太陽電池メーカーたちを翻弄し，企業の寿命を短命なものとしているのでは本末転倒であ

る。

ではどのような政策が望ましいのだろうか。フィードインタリフが導入された状況は一定の価格

で太陽光発電がいくらでも需要される状況，すなわち需要曲線が買い取り価格でフラットな状況を

意味する。通常の商品のように需要曲線が右下がりの状況，つまり供給曲線が右へシフトしていく

と価格が下がるような状況が生まれるような政策体系があれば，太陽光発電の能力が無制限に拡大
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することは避けられそうである。ここでは太陽光発電の振興政策の全面的な検討を行うことはでき

ないが，世界の太陽光発電産業に翻弄されつつ，自らも世界を混乱させてきた中国の動向を報告す

ることで望ましい振興政策のあり方に関する議論の一助となれば幸いである。
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